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1990年代以降､ 日本の大学では教育改革が本格

化した｡ とりわけ､ 2004年の国立大学法人化と国

立大学法人評価の導入､ 同年の認証評価制度の導

入を契機に､ 各大学は､ 教育を含む自らの諸活動

についてさらなる改革や改善を迫られている｡ こ

うした評価制度の導入が､ 実際に各大学における

実質的な改革・改善を促し得るものなのか､ ある

いは逆に､ 評価疲れを導くだけで､ 実質的な改善

につながるものでないのかは今後の調査研究を待

たねばならない｡

しかし､ 仮にそうした評価という外的要因が存

在していなかったにせよ､ 大学は､ ユニバーサル

化に伴う学生の多様化や社会構造の変化を前に安

穏としていられる状況にはない｡ 自らの意思と構

想力をもってその教育研究の向上を図っていかな

ければならない｡ 鹿児島大学においては､ 2003

(平成15) 年秋の ｢教育センター｣ 設置を契機に､

全学レベルでの教育改革・教育改善に向けた取組

みが進められてきた｡ 本稿では､ 鹿児島大学共通

教育における教育改善の取組み (ＦＤ活動) の歩

みと､ 昨年度から本学の共通教育において構築が

進められてきた ｢教育改善サイクル｣ の導入経緯

と構造について紹介することとしたい｡� ���������������
文部科学省の調査によれば､ 1990年代以降､ 全

国の大学において教育改善に向けた取組みが進め

られており､ 例えば2003 (平成15) 年度には､ 全

国633大学 (約91％) で ｢学生による授業評価｣

が実施され､ また482大学 (約69％) の大学で

｢ファカルティ・ディベロップメント (ＦＤ)｣ が

実施されている｡ 1998 (平成10) 年の大学審議会

答申を受け､ 大学設置基準に ｢大学は､ 当該大学

の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的

な研修及び研究の実施に努めなければならない｣

(第25条２) とする規定が追加された (1999 (平

成11) 年) ことを考えれば､ とりわけ90年代後半

以降はＦＤを始めとする教育改善の取組みが大学

活動の重要な一角をなすようになってきている｡

鹿児島大学におけるＦＤ活動もそうした趨勢と

軌を一にしている｡ 山原芳樹共通教育委員会委員

長 (当時) によれば､ 共通教育委員会においてＦ

Ｄが初めて正式に話題となったのは1998 (平成10)

年８月の ｢共通教育のあり方｣ (第８回共通教育

委員会に答申) であった｡ 共通教育において授業

参観や授業方法についての研修会がプライベート

に開催される程度にとどまっている状況を受け､

｢教員自身の教育者としての資質や能力の開発・

向上に資するため､ 組織的な取り組みが必要であ

ろう｣ と指摘されている｡ 共通教育以外について

はその数年前から医学部等でＦＤ活動が熱心に取

り組まれてはいたものの､ 全学レベルでＦＤに取

り組む段階には未だ至っていなかったのである｡

そうした状況のなか､ 2000 (平成12) 年､ 共通教

育委員会内部にＦＤワーキング・グループ (座長：

早川勝光) が設置されたことは一つのメルクマー

ルとなった｡ 同ワーキング・グループが中心となっ

て､ ①講演会・ワークショップ､ ②学生による授

業評価と授業改善・工夫の実態調査､ ③入学初年

次におけるケアカウンセリング及び履修指導講習

会からなる ｢共通教育ＦＤプロジェクト｣ が計画・

実施されるに至ったのである (鹿大共通教育委員

会 2001a)｡ こうした取組みは､ 共通教育という

全学レベルにおけるＦＤが実現したという点でそ

の意義は大きかった｡

田中弘允前学長が2001 (平成13) 年初頭の評議

会において ｢ＦＤ元年｣ を宣言したのは､ そうし

た全学レベルでの成果を受けてのことであった｡

さらに､ その年には ｢鹿児島大学ＦＤ委員会｣ が
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設置されるに至っている｡ 鹿児島大学では､ それ

を契機にそれまでの各学部での取組みに加え､ 大

学全体でＦＤ活動に取り組む体制が次第に整備さ

れ活性化されてきた｡ 2000年以降に実施された全

学レベルでの主なＦＤ活動 (講演会・ワークショッ

プ) をまとめると表１の通りである｡

表１に見られるように､ 鹿大におけるこれまで

の全学ＦＤ活動では多様なテーマが取り上げられ

てきている｡ それは例えば､ ＦＤ活動自体の意義

について考えるもの､ 鹿大の教育理念・目標につ

いて共通理解を深めるもの､ アドミッション・ポ

リシーや教育内容・方法 (シラバス､ 双方授業､

初年次教育､ ＩＴ利用) について考えるものといっ

た多様な内容と目的を含んでおり､ それぞれに鹿

大における教育研究活動の向上や参加者の意識向

上をもたらす契機となったと考えられる｡

一般に､ 日本の大学では伝統的に教育者よりも

研究者としての大学教員像が根強く､ 必ずしもＦ
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実施時期 実 施 形 態 テ ー マ 講 師

2000年12月
共通教育ＦＤ講演会・
ワークショップ

Ｌ：教育改革戦略としてのＦＤ―カリ
キュラム改革と授業改革へ向けて

Ｗ：鹿児島大学の個性を支える共通教
育

阿部和厚 (北海道大学)

2001年９月
共通教育ＦＤ講演会・
ワークショップ

シラバスを授業に生かす
池田輝政 (名古屋大学高等教育研
究センター教授)

2001年10月
全学ＦＤワークショッ
プ

鹿児島大学の教育理念・目標と教育方
法

2001年12月 全学ＦＤ講演会 大学を変えるＦＤ 絹川正吉 (国際基督教大学長)

2002年９月
共通教育ＦＤ講演会・
ワークショップ

Ｌ：学ぶ意欲を引き出す授業とは何か
Ｗ：やる気を引き出す授業戦略

鈴木誠 (北海道大学高等教育昨日
開発総合センター)

2002年11月
全学ＦＤ講演会・ワー
クショップ

Ｌ：アドミッション・ポリシー―接続
問題としての大学入試―

Ｗ：鹿児島大学のアドミッション・ポ
リシー

荒井克弘 (東北大学大学院教育学
研究科)

2002年12月 全学ＦＤ講演会 教育評価―教養教育の視点から―
有本章 (広島大学高等教育研究開
発センター教授)

2003年11月
全学ＦＤ講演会・ワー
クショップ

Ｌ：岡山大学の教育改革
Ｗ：双方向授業で学ぶ意欲を引き出す

岩見基弘 (岡山大学教育開発セン
ター長)
長谷川芳典 (岡山大学 FD 専門委
員会委員長)

2004年１月 全学ＦＤ講演会
法人化後の鹿児島大学に期待すること―
教育・研究・社会貢献にわたって―

立川涼 (鹿児島大学運営諮問会議
委員長)

2004年10月
ＦＤ講演会・ワークショッ
プ

Ｌ：長崎大学初年次教育の実際とそれ
を支えるセンター機能

Ｗ：少人数セミナーをデザインする―
自主的学習へのオリエンテーショ
ン―

栗山一孝／井手弘人 (長崎大学大
学教育機能開発センター教授／同
講師)

2004年12月 ＦＤ講演会
ＩＴ環境を用いた自立学習支援システ
ム

本間里見 (熊本大学大学教育機能
開発総合研究センター助教授)

注： Ｌ＝講演､ Ｗ＝ワークショップ



Ｄへの関心が高くないことはつとに指摘されてき

た｡ そのうえ､ ＦＤ活動はその具体的成果が見え

にくいことが非難の対象となることもある｡ ＦＤ

は､ ややもすれば年に数度のイベントと化してし

まうきらいがあり､ そうした惰性から新規性が打

ち出せない状況が続けばＦＤへの関心のさらなる

低迷を招きかねない｡

しかしながら､ ここで強調しておくべきは､ 鹿

大におけるＦＤの取組みには実際に具体的な授業

実践につながった事例が見られるという点である｡

例えば､ 現在共通教育において開講されている

｢教養セミナー｣ (導入教育科目) はその一つであ

る｡ 表1にもある通り､ 2004 (平成16) 年10月に

開催された全学ＦＤ講演会・ワークショップでは､

長崎大学から２名の講師を招聘して同大学におけ

る初年次教育の取組みについて紹介いただくとと

もに､ 少人数セミナーの実際についてワークショッ

プ形式で学んでいる｡ こうした企画自体､ それま

でに本学で認識されていた教養教育改革の必要性

を契機としたものであり､ そうした問題意識がＦ

Ｄを促し､ さらには2005 (平成17) 年４月からの

教養セミナー開講に結実したのである｡ こうした

例からは､ ＦＤが目に見える形で少なからぬ成果

をもたらしていることがわかる｡� �����������������
現在､ 鹿児島大学の全学レベルでのＦＤ活動は､

組織上は教育センター高等教育研究開発部の下に

位置づく ｢ＦＤ委員会｣ が企画・実施を担当して

いる｡ 平成17年度のＦＤワークショップも､ その

ＦＤ委員会における議論を経て実施された｡

基本的に､ ＦＤの企画立案は当該大学の抱える

諸問題から出発することが望ましい｡ 平成17年度

ワークショップに向けた話し合いでは､ 鹿児島大

学において有効な PDCA (Plan-Do-Check-Action)

サイクルをいかに構築するかという問題が出発点

となった｡ すなわち､ PDCA サイクルに基づく教

育改善の取組みが進められている一部の学部にお

いて､ PDCA サイクルにおける ｢C→A｣ の部分

が機能していないという問題点が指摘された｡ 授

業評価等に基づいて Check を実施しつつも､ そ

れがいかなる改善行動 (Action) につながってい

るのかが見えにくいというのである｡ それは､ 数

年来組織的に授業評価を実施してきた共通教育の

取組みにも共通する課題であった｡ 共通教育でも

授業評価を実施してきたものの､ それがいかなる

教育改善に具現化しているのかは必ずしも明らか

となってはいなかったからである｡

こうして､ 平成17年９月開催の全学ＦＤワーク

ショップでは ｢授業評価をどう教育改善に生かす

か｣ と題して､ 授業評価とその効果的な利用方法

について考えることがテーマに設定されることと

なった｡

実際のワークショップは､ 一日目に稲盛会館で

開催されたＦＤシンポジウム ｢鹿児島大学の教育

ビジョンを語る｣ の後 (詳しくは､ 78～81頁参照)､

場所を国立大隈少年自然の家に移して2日間の日

程で開催された｡

まず一日目には､

筆者から ｢教育改

善につながる 『授

業評価』 のあり方｣

について基調報告

(表２参照) をさ

せていただき､ そ

の夜の座談会では ｢なぜ授業評価が必要か｣ をテー

マにリラックスした雰囲気の下で自由闊達な議論

が展開された｡ そして二日目には実際にワークショッ

プが開催された｡ ワークショップでは参加者が５

つのグループに分かれ､ 各グループにはわずか２

時間という限られた時間内ながら３つの課題 (表

３) について議論していただいた (詳しくは､ 82

～89頁を参照)｡

以上のワークショップでは､ 授業評価アンケー

トの内容や方法､ さらにそれを有効に活用するた
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１. ｢授業評価｣ の現在

２. 歴史的展開

３. 教育評価論

４. ｢授業評価｣ の論点

５. ｢授業評価｣ をめぐる賛否

６. 教育改善サイクル
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課題① ｢授業評価の目的及び実施方法を検討する｣

課題② ｢評価項目の検討・整理を行う｣

課題③ ｢教育改善サイクルをデザインする｣



めの教育改善サイクルのあり方について､ 多くの

意見やアイデアが出された｡ それをすべて紹介す

ることは紙幅の関係で難しいが､ ここで重要なこ

とはそこでの議論や作業が､ 以下で見るように実

際の取組みに結実していったということである｡� ����������������
3.1 授業評価項目の見直しと教育改善サイクル

の構築

上記の全学ＦＤワークショップにおける議論を

受けて､ 教育センター高等教育研究開発部では共

通教育における授業評価項目の見直しに着手した｡

そこでの改革のポイントは以下の通りである｡ す

なわち､

① ｢学生による自己評価｣ の項目 (５項目) を

冒頭部分に配置する｡

②それ以外には､ ｢授業に対する評価｣ を５項

目､ ｢教員に対する評価｣ を４項目設ける｡

③共通教育で提供される科目の多様性に配慮し､

各教員の創意の下に自由に質問できる項目を

２つ設ける｡

④評価尺度は４段階にする｡

この結果作成されたフォーマットは､ 本書の75

頁を参照していただきたい｡

さらに､ ワークショップの成果を現実に反映さ

せる上で重要なのは､ 共通教育においていかに実

施可能な PDCA サイクルを構築するか､ そして

それをどのように有効に機能させるかという点で

あった｡ 先述の通り､ ポイントとなるのは PDCA

の ｢C→A｣ の部分をいかにデザインするかであ

る｡ そうした観点からデザインされたサイクルが

図１である｡ この教育改善サイクルは､ 大きく二

つの部分から構成される｡ 以下､ それぞれのメカ

ニズムを詳細に見ておきたい｡

3.2 個人的改善サイクル

これは､ 各授業担当者 (教員) レベルでの教育

改善への取組みである｡ 図１から該当部分を抜き
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出すと次のようになる｡

ここで重要なのもやはり､ PDCA における ｢C

→A｣ の実質化､ すなわち授業評価を実施し､ そ

の結果を実際の授業改善につなげていく円環の構

築である｡ そのための方策として導入されたのが

｢授業改善報告書｣ である｡ これは､ 授業担当者

が実施した各科目に対する評価結果 (結果シート)

を自己分析し､ その分析結果を今後の改善目標や

方策として報告してもらうことを目的としたもの

であり､ 大きく ｢自己分析｣ ｢今後の改善目標・

方策｣ ｢自由記述欄｣ の３つの部分から構成され

ている (実際のフォーマットは本書の77頁を参照

のこと)｡ 同報告書は､ 学期終了後に各教員から

の提出を求めており､ 導入初年度 (平成17年度後

期) の回答率は47.1％であった (325科目中､ 153

科目)｡

それでは､ 個人的改善サイクルにおいて ｢C→

A｣ の要をなす ｢授業改善報告書｣ は､ どれほど

有効であろうか｡ 提出された報告書を検証してみ

ると､ 授業評価の結果シートを自己分析しながら

授業改善報告書を作成するという作業自体が､ 担

当者自らの授業についての ｢振り返り｣ を行うプ

ロセスとなっていることが理解される｡ 事実､ 多

くの報告書には､ 各担当者によって自らの授業内

容､ 授業方法 (予習・復習の奨励や課題の提示も

含む)､ 評価方法､ 学習支援 (質問への対応やオ

フィスアワー) 等について､ 評価された点ととも

に改善を要する点が詳細に記述されている｡ すな

わち､ 報告書に記載されている自己分析を次年度

の授業に反映させていけば､ 少なくとも当該学期

に比べて ｢よりよい授業実践｣ が目指されていく

ことが期待できよう｡

もちろん､ そうした期待はいくぶん楽観的にす

ぎるかもしれない｡ ｢授業改善報告書｣ の作成・

提出が授業改善を必ずしも保障するものでないこ

とは確かである｡ その意味では､ 次項で見るよう

な､ 個人レベルでの取組みを支援するための組織

的なメカニズムや取組みも併せて必要であること

は指摘しておきたい｡

いずれにせよ､ ｢授業改善報告書｣ は､ 授業評

価アンケートを ｢やりっぱなし｣ にしない工夫で

ある｡ 実際､ 授業担当者からは ｢自己分析の提出

は､ ただ評価するだけ､ 結果を見るだけではなく

なるので意味がある｣ として､ ｢授業改善報告書｣

の意義を評価する意見が寄せられている｡ その一

方で､ 近年教員が教育研究活動以外の業務にも忙

殺されるようになっている状況を踏まえ､ 簡潔で

作業負担の少ない (特に､ 記述量の少ない) 報告

書フォーマットを求める声も聞かれた｡ 確かに､

高等教育におけるあらゆる活動が評価に晒される

時代を迎え､ 国際的にも負担の少ない (lighter

touch) 評価が求められている｡ そうした意味か

らも､ 報告作業の軽量化は継続的に考えていかな

ければならない｡

3.3 組織的改善サイクル

上述のような個人レベルでの教育改善の経験や

成果は､ 組織的な営みを通して全体に還元される

メカニズムと有機的に連関していなければならな

い｡ 教育改善において､ 各授業レベルでの改善・
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向上が重要な要素をなすことは言うまでもないが､

しかしそうした個人や科目レベルでの努力にのみ

期待することには限界があることはこれまでの経

験が教えている｡ 近年､ 工学部等において

JABEE (日本技術者教育認定機構) の認定を受け

る動きが活発化しているのも､ 教育プログラム・

レベルでの質保証の必要性が認識された結果であ

る｡

その意味で､ 図２で見たような個人的改善サイ

クルは､ 組織的サイクルによって補完されていな

ければならない｡ それは具体的には､ 個人の営み

が､ 優良な授業実践＝グッド・プラクティス

(GP) の選定､ ＦＤ活動への反映､ 授業公開の実

施､ 共通教育カリキュラムの改革､ 教育環境の向

上といった組織的な改善活動に効果的につながっ

ていることを意味する｡

鹿児島大学共通教育の教育改善サイクルでは､

各教員レベルの意見やアイデアをすくい上げるた

めの手立てとして､ ｢授業改善報告書｣ の自由記

述欄で ｢共通教育の改善に資するアイデア・提案｣

や ｢授業評価制度に対する意見｣ 等への言及も求

めている｡ それは､ 各科目レベルでは対応し切れ

ない問題を明らかにし､ 組織的課題として対応を

図っていく必要性の認識から生まれたものである｡

実施初年度 (平成17年度後期) の記述欄では､

ある授業担当者がいみじくも ｢担当教員の努力で

どうにかなる部分とそうでない部分がある｣ こと

を指摘しているが､ それはまさに､ 組織的な改善

サイクルの必要性を支持するものである｡ 真に改

善を実現するためには､ すべてを個人の問題に帰

すのではなく､ 教育センターの関連部門や委員会

を通じて組織的に対応していく必要がある｡ 例え

ば､ 問題によっては､ 同種の科目を担う教員グルー

プでの共通理解と合意を得て対応する必要のある

ものがある点に着目すれば､ 当該の科目等専門委

員会 (共通教育企画実施部の下部委員会) で検討

ができる仕組みを機能させることが必要であろう｡

その一方で､ なかには一朝一夕には解決し得な

い問題も存在する｡ 例えば初年度についてみると､

少なからぬ授業担当者から､ 受講学生に ｢学力の

二極化｣ が見られることが指摘されている｡ それ

は､ 授業担当者に､ 授業の内容やレベルをどこに

合わせるべきかで迷うという悩みを生じさせてい

る｡ こうした問題には今後教育センターとして十

分な時間と労力をかけて取り組んでいく必要があ

る｡ 学力の二極化問題について言えば, 例えば,

習熟度別クラスを編成したり少人数授業を増設し

たりするといった取組みが求められるだろう｡ し

かしそれと同時に､ 教育センターだけでは有効な

解決は図り得ないことも認識しておかなければな

らない｡ 学力の二極化に対しては､ 入試における

学生の選抜方法を見直すことで魅力的で優秀な学

生を集めていく必要があるという意味で､ 根源的

には大学全体のアドミッション・ポリシーにも行

き着く問題である｡

結局のところ､ 大学における教育改善は一個人

や一部局が努力するだけでは実現しない｡ コアと

なる人材や組織が必要であることは言うまでもな

いが､ そうした個人や組織が有機的に連関したシ

ステムが機能する必要があろう｡
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共通教育の教育改善サイクルはまだ試行段階に

あり､ それがどれほど有効に機能するかは今後の

運用状況を見ていかなければならない｡ その際重

要なのは､ 上述したように､ 個人的改善サイクル

と組織的改善サイクルがそれぞれに機能すると同

時に､ 相互に連関したシステムを構築・運用して

いくことである｡

しかし実際のところ､ そうしたシステムが構築

されれば期待された教育改善が実現する､ という

ほどに事は単純ではない｡ そもそも教育改善サイ

クルの根幹をなす ｢授業評価｣ にしても､ それに

要する時間や労力・経費の割には効果が期待でき

ないという指摘は少なくない｡ 事実､ 授業評価の

ための準備・実施・分析といった一連のプロセス

には相当量のマンパワーが関与していることを考

えれば､ そうした指摘は十分に考慮に値するもの

である｡ さらに一部の教員には､ 専門家でもなく

出席状況も芳しくない学生から評価されることへ

の抵抗感が依然として根強い｡ それに関連して､

評価者としての学生の責任を明確化するために授

業評価アンケートを記名式にすべきであるとする

声も少なからず聞かれる (現在､ 共通教育のアン

ケートでは記名欄を設ける一方､ 実際に記名する

か否かは学生の ｢任意｣ としている)｡ このよう

に､ ｢授業評価｣ 一つとっても教員間にコンセン

サスが醸成されているとは必ずしも言えない状況

であり､ 教育改善サイクルが機能し効果を上げる

ためには､ この取組みに対するより一層の理解を

獲得していかなければならない｡

それと同時に重要なことは､ 教育改善のために

は多様なツールが用意される必要があるという点

である｡ 上述のとおり､ 教育改善サイクルで利用

される ｢授業評価｣ も磐石ではなく､ 様々な問題

点を抱えている｡ それゆえ､ 教育改善という目的

から考えて､ ｢授業評価｣ が本当に最善なのかと

いう点をラディカルに問い直していくことも重要

である｡ 実際､ 慶応大学湘南藤沢キャンパス

(SFC) では1990年の開設以来12年間続けた ｢学

生による授業評価｣ (授業調査) を2002年３月に

終了した｡ それに代わって､ 同年４月からはメディ

ア環境を整備して学生・教職員がコミュニケーショ

ンできる Web サイト (SFC-SFS) を提供する方

式を導入し､ 授業科目に対する学生の意見や感想

の収集・公表を行っている (井下 2003)｡ 慶応

SFC の事例は､ 教育改善のツールが ｢評価｣ か

ら ｢コミュニケーション｣ に移行したことを示す

ものである｡ こうした例が示唆するように､ 教育

改善にとって授業評価が唯一絶対のツールだとい

うわけではない｡ 鹿児島大学においても共通教育

の教育改善サイクルを機能・充実させる一方､ そ

れが教育改善を実現する上で本当に実効性あるも

のとなっているのかを継続的に問い直していくこ

とが必要である｡
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